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地方圏 に お け る若年者の 出身地残留傾向とそ の 要因につ い て

山 口 泰 史 ・荒 井 良 雄 ・江 崎 雄 治

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 要　　旨

　 わが 国の 人冂 移動 の 中心 は，進学 や就 職に よる若年者の 移 動で あ り，地方圏 出身者が，就 職時点 で どの 程

度 出身地 に 残留 して い る か を 把握 す る こ とは，わ が 国 の 地 方圏 の 将 来 を 議論す る ［1で 重 要 な 課 題 で あ る．

　本稿 で は ，出身地残 留率 の 長期 的変動 と，それ に 影響 を与 えた 要因 に つ い て の 考察 を行 っ た．その 結 果，
地 方圏の ほ ぼ 全域 に お い て，1970 年代以 降に 出身地 残留 率が 上 昇 して い る こ とが 明らか に な っ た．地方 圏に

おい て は，若年者 の 他県流 出傾向 （＝大 都 市圏志 向〉の 弱 ま りが見 られた とい える，

　また，シ フ トシ ェ ア 分析 に よ っ て，学歴 や き ょ うだ い 構成な ど，コ ーホートの 構 造的変化 が残留率に与 え

た 影響 を考察 した所，そ の 影響 は ほ とん どな い こ とが 明 ら か に な っ た．

　 さら に ，残 留率 t：昇 に 対す る 経済的要 閃の 影響 に つ い て 検討 した結果，高卒 コ
ー

ホ
ー

トの 残留率 卜昇に は，
地方 圏 と大都市 圏間に お ける 就業機 会の 格 羔縮小 が 最 も大 きく寄与 して い る こ とが 明 らかに なっ た．

キーワ ード　人口移動，若年者，就職，地方圏，就業機会

1　 問題の 提起

　わ が国が 高度成長期か ら低成長期へ と移行す る

時期に あた る 1970年代以 降 ， 「地方 の 時代」 とい

う言葉が盛ん に 用 い られ る ように な り，わが国で

は国 土 の 均衡 ある発展 を目標 とした地域政策が 進

め られて きたが ，そ れ を人口移動 の 観点か ら議論

するには，第
一

に地方圏出身者の 動向に着 目す る

必要がある．とりわけ，都道府県 間移動の 4 人 に

1人が進学 ・就職に よ る若年入口 の 移動であ り （渡

辺 ， 1994）， 10代後半か ら20代前半の 移動率が 全

年齢層 の 中 で 最 も高 い （大 友 ， 1996） と い うわが

国の 人口移動の 特徴に加 え，高度成 長期の 地方圏

か ら大都市圏へ の 人口 移動の 大半が，進学や 就職

を契機と した若年層の 移動で あ っ た （内野，1990）

こ とか ら も，地方圏にお ける若年層の 進学 ・就職

移動に着 目する意義がある，

　こ れ まで の 若年層 の 移 動 に着 目 した研 究で は，

そ の 多くが ，進学や 就職の 移動 パ ターン を地域や

性別，学歴 に よ っ て 分類 した もの で あ っ た．北陸

を例 として，各県，男女 ， 中卒就職 と高卒就職 の

各々 の 組 み合わせ に よ っ て ，三 大 都市圏の うち の

指向先に違い が ある こ とを明らかに した川崎 （1965）

の 研 究 ， 高卒後の 進路 につ い て
， 進学よ りも就職

の 方が 三 大都 市圏を指向す る傾 向が 強 い こ とを示

した大藪 ・正 岡 （1988）の 研究，大学進学の 指向

先に も地域差が あ り，
か つ そ の パ ターン も変化し

て い る こ とを指摘 した 長坂 （1990） の 研 究な どが ，

そ の 代表例 と して挙げ られ る
II

．

　 しか しなが ら ， 本研 究 で は 出発 地 に 視点 を置 く

こ と に よ り，地方圏出身者が進学 ・就職を行う際

に ，どの 程度が 出身地 に残留 し，どの 程度が他地

域 へ 流出する かとい う議論 を行 い た い ．なぜ な ら

ば ，若年層 は地域社会 の 担 い 手 として重要 であ り，

とりわけ地 方圏 出身者が 地元で就職す るか 否かは，

地域 の将 来性 を計る指標の
一

つ とな りうるか らで

一43一
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ある （細 野 ， 1996）．

　 こ の よ うな観点か らの 研究 として，例えば岡崎 ・

須田 （1969）は，昭和 40 年頃を境 に地 方圏中卒者

の 県外就職率が 低 ドして い る こ とを明 らか に し，

そ の 要囚 と して ，高校進学率の i二昇に よ っ て 中卒

就職 者が減 少する中で，地元 企業が
一
定量 の 優れ

た 中卒者を先取 りした こ とを挙げ て い る．また細

野 は，1990年時点で の 地 方圏の 地元就職率と地域

指標 との 関係か ら，老齢人 口 の 比 率が 高い 市町村

ほ ど地 元就職率が 低い 等の 傾向を指摘 して い る．

　 こ の よ うに
， 若年層の 移動に関 し，特定の 学歴

や 時期 ， あ る い は地域の 動向に つ い て はある程度

の 知見が 得 られ る もの の ，全 て の 学歴 を含む コ ー

ホ
ー

ト全体 と して の 動向や ， そ の 長期 的変動お よ

び個 人属性 との 関 係等に つ い て は ，い ま だ不 明瞭

な点が 多い ．そこ で ，本研究で は こ の 点 を明 らか

に し，地方圏 で の
， 若年層 の 出身地残留傾向を議

論す る．

ff　 方法上 の留意点

　戦後 の 人 li移 動
ttl

を扱 っ た研究に は膨大な蓄積

が あるが （黒田，1976；石川 ， 1978 ；村山，1990

な ど），近 年ま で は，全年齢層の 移動者を包括 した

分析が多 く見受け られ た．

　 しか しそれ は，多分に 資料 Lの 制約に負う所が

大きい ．全国ス ケ
ー

ル で の 人 口 移動分析 には，こ

れ ま で 主 に 住民基本台帳人口移動報告年報 と国勢

調査が 用 い られ て きたが ，前者は年齢別 の 移動者

数が表章 され て い ない こ と，後者は 10年ご との 調

査である こ とに加え ， 年次 に よ っ て調査内容が 異

な る た め
／S

，時系列で の 比 較検討が 困難で ある こ

と
1

な どが，問題点 として 挙げ られ る。

　 とは い え，全 年齢層を対
’
象と して得られ た分析

結果 を，移動 の 中心で ある若年層の 人 凵 移動に代

替 して解釈す る こ とには疑問が残 る．

　また，こ れ らの 資料か らは，移動理 由の 分析 も

難 しい ．文部省 の 学校基 本調査 で は
， 高卒後の 就

職 ・進学 デ ータ が得 られるが ，大卒者の 就職移動

の デ ータが 無 い
tt

ため に ，全て の 学歴 を含む コ ー

44一

ポ
ー

ト全体の動向を把握する こ とは不 叮能で あ る，

　 こ の 他 に，コ ー
ホ

ー
トの 規模に よ る 影響を考慮

しな けれ ばならない ，とい う問題 が指摘 され て い

る
b1
．

　
一

方 ， 移動の 変化 を論 じる際 には ， 当然その 変

化 を もた ら した要因に つ い て も大 きな関心が持た

れる ，しか し，その 多 くの 研究で は，全年齢層の

移動を共通 の 要因で 議論 しようと して お り， 特定

の 移動年齢層に焦点を当てた要因分析 は t 中卒就

職者 の 地域間移動の 要因を，初任給や職安雇用 な

どの 指標 を用い て 考察 した鈴木 （1967）の研究 を

除 い て ほ とん ど見 られ ない ，

　ま た Lee （1966）が指摘す る よ うに ，人 l　l流入

と人 口流出で はそ の親定要因が異な り，⊥ （1993，

1994）や酒井 （1993） はそ の 点に留意 して 転出 と

転入 の 移動に分け た要因分析を行っ て い るが ，や

は り全年齢層の 移動 を包括 して扱 っ て い る，

　したが っ て ，本研究で は地方圏出身者を対象に，

学校卒 業直後の 就職 で どの 程度が 出身地に残留 し

たか を経年的 に議論する ．そ して，そ の 変動要因

に つ い ては，対 象者に 直接関係 した指標 を川 い て

分析 を行う．

皿　 データ

　本研究 で 分析に 用い た 資料は，1991年 11月に行

われ た，厚生 省人 口問題研究所 （現，国立社会保

障 ・人冂問題研究所〉に よ る第 3 回 人凵 移動調査
丁
．

の 個票デ ータ で ある．

　同調査 の 利点は，進学，就職 とい っ た ラ イ フ イ

ベ ン ト時の 居住地が調査され て い る ため に，同 ・

個 人 の 居住経歴 が相 当程度把握可能 であ る こ と，

加え て 年齢，性別 ， 学歴 等か な りの 個人属性が把

握可能なこ とが 挙げ られ，大規模な人口移動 の 追

跡 調査が 実施 されて い ない わが 国 では
81

， 本研究

の 目的に 合致す る デ ータ とい え る．

　同 調査の 分析結果は，既に厚生省人 口問題研究

所 （1993）， 西 岡ほか （1994） に よ っ て 整理 され，

年齢別 ，地域 別各 々 の 人 1［移動パ ター ン が 明 らか

に され て い る ．ただ し，こ れ らの 研究 で は，ラ イ

N 工工
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地 丿∫圏 に お け る 若年者の 出身地残留傾向とその 要因に つ い て （45 ）

ブ イベ ン トご との 居住地 が ， 現 住地に対 して ど の

様な 関係にあるか とい う視点か ら分析 して い る の

に対 しで
．
，本研究 で は前述の よ うに，出身地 とそ

の 後の 居住地の 関係 に視点を置い て分析を行 う
1嚠hl
．

IV　残留率の測定

　本章で は，同調 査の 個票デ
ータか ら得 られる 「出

身地
凵 1
」 と 「（卒業直後の 〕 就職時の 居住地」を用

い て ，地方圏出身者が就職時点で どの 程度出身地

に留ま っ て い る か と い う出身地残留率を コ
ー

ホ
ー

ド
1

ご と に求め，それ に よ っ て ， 地方圏出身者 の

出身地残留傾向を議論す る．

　分析に 際 し，地 方圏を ， 大都市圏 とその 周辺県

を除 く30道県に設定 し，それを北海道 ・東北，北

陸 ・甲信越，中国 ・四国 ， 九州
・
沖縄 に 4 分類 し

た
］／1’
．

　地元残留 と見なす 「地元 」の 地域 ス ケ
ール に つ

い て は ， 「親元 を離れ ない 」 とい う意味か らは，市

町村単位，もし くは それ よ り小 さ い 地域 を想定す

る の が適当で あ るが ， 個票デ ータ の 制約上，出身

地 と就職時の 居住地は都道府県 （以 下 ， 県）単位

まで しか把握で きな い ．しか し，県内移動で あれ

ば 県外移動 よ りも移動距離が短 く，親元 との 心 理

的距離 も小 さ い こ と等 を考慮すれ ば，出身地の 概

念 を県単位 まで 拡大 して 議論す る こ とに も意味が

ある と考え られ る．

　 したが っ て ，こ こ で は出身地 と就職時の 居住地

が同
一一・
県で ある者，す な わ ち就職時点で 出身県内

に住み続 けた者 を残留者 と定義す る．た だ し大学

等，高等教育 卒業者
レ1

に つ い て は ， 高等教育機関

進 学時点 で い っ た ん 出身県 を離れ て も， 卒業後 ，

就職時点で 出身県に戻 っ て い れば，残留者とみ な

した．

　以 kか ら ， 地 方圏 出 身者の ，学校卒業直後の就

職時に お ける出身地残留率 （以 F，残留率） を測

定した もの が ，第 1図である．

　 こ れ を見 る と，男了
・
で は tl936 年〜40年に 生 ま

れたコ ーホ ー ト （1936　一　40 コ ーホート，以下 同様）

の 残留 率 は 65．5％で あ っ た が ，その 後低 下 し，

　 ％
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コ
ー

ホ
ート

　第 1 図 地方圏に お ける Ili身地残留率
資料 ： 1第 311］i人 凵 移 動調査 1 よ り件 成 ，

1946 −50コ ーホートで 57．2％ と最低値を示す．しか

し ， そ れ以隆の コ ー
ホ
ー トで は残留率が急速に ト

昇 し，1966一コ ーホー ト （1966年以 降生 まれ） で

は 80．6％ と最高値 を示 した ．女子で は ，1936 − 40

コ ーホ ー トの 残留率は 79．6％で あ っ たが ，男 子と

同様，そ の 後低 ドし，1951− 55コ ーホ ー トで 65．4％

と最低値を示す。しか し， そ れ以 降の コ ー
ホ

ー
ト

で はや は り男子 と同様，残留率は一L 昇 し，1966 一

コ
ーホ ー トで は 76，7％ を示 した．

　つ ま り．わが国の 地方圏 で は
， 近年の コ ーホ ー

トほ ど，就職時点で 出身地に残留す る傾 向が 強 ま

っ て い る と い え よ う．

　 とこ ろ で ，男女間で 残留率 を比較する と ， 初期

の コ
ー

ホ
ー

トで 14％以 ヒあ っ た両者 の 差が，その

後縮まり，1966一コ ー
ホ
ー トで は男女の残留率が逆

転 した．また ， 男了
・
で ，1966一コ ーホ ー

トの 残留率

は ， 1936 − 40 コ ーホ ー トの それ （65，5％） よ りも

高い 水準に達 して い る．本研究で は ，
こ の 男 r一の

急速な残留率の 伸びに着 目し，以 降で は男 子に 対

象を絞 っ て 分析を行 う．

　 こ こ で ，残留率の地域差の 有無を検討して お く．

　男子の 残留率に つ い て
， 先に挙 げた 4 地 域 の 変

化を見た もの が ，第 1 表で ある．1936− 40コ
ー

ポ

ー
トで は どの 地域 も60 ％台だ っ た残留率は，い っ

た ん低下 した後 ， おお むね期 を同 じ くしで
「b．
再び

．−45 一

N 工工
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第 1表 地域別 の 出身地残留率

コ ーホ
ー

ト
地域

1936−40年 最低残留 率 1966年一

北海道 ・東北

北陸 ・甲信越

中国
・
四 国

九州 ・沖縄

66．2％

6LO65
、568
．6

56．2％ （195】・55年）

58，5　 （1941 ．45 年）

52．6　 （1951−55年）

55，0　 （1956．60年．）

84．5％
87．387
．564
．6

」匕海道　・東」匕噂」匕海道，　訂森，　？lT，，　；・4城 ，　f火lll，　III牙彡，　福 9｝
北 陸 ・甲 信 越 →新潟 ，富山 ，（］川 ，福井，lll梨，長野

中国 ・四 国→鳥取，島根，岡山，広島，山 冂 ，徳島，香川，愛 媛，高知

九州
・
沖縄

一一■福岡，仇賀，長崎，熊 本，大分，宮崎，麗児島，沖縄

i霍｝　（　　｝　　よ長亥
」
％コ

ーホ ート．
資料 ：第 1 図 に同 じ．

上昇 し， 1966 一コ ー
ホ
ー

トで は九州 ・沖縄 を除い て

80％台に 達 して い る．多少 の 地域差 は見 られ る も

の の ，ど の 地域 もほ ぼ地 方圏全体 の 動 きに依拠 し

てお り， 少な くとも残留率 の 上 昇が ， ある地域 に

の み特有 の 現象で ない こ とは明らか で ある
H ／］

．

　 したが っ て ， 今後の 議論 は地方圏を一括 し て 行

う，

　 ％

100．090

．O

SO．O70

．0

60．050

．040

，030

．0

V 　残留率変化 に及ぼす構造的要 因の影響

　 1 ．学歴構成

　 コ
ーホ ー トの 残留率は，学歴 に よ っ て も差が あ

る と考えられ る．そ こ で，高卒 と大“・　
［7’

につ い て ，

各々 の残留率 を求め た もの が第 2 図 で ある．

　 こ れ を見る と，高卒の 方が大卒 よ りも ， 恒常的

に コ ー
ホ
ー

トの 残留率が 高 い が，両者共 に残留率

は上 昇 して い る．したが っ て ，残留率の 上昇は ，

学歴に 関わ らず共通 した現象で あ る とい える．

　さ ら に
， 戦後わ が 国の 大学進学率が 上昇 し，高

卒者よ りも一貫 して残留率が低 い 大卒者の 割合が

増加 した こ とを考える と ，
コ
ー

ホ
ー

トの 学 歴構成

変化の 影響 を取 り除 い た，真の残留率 の 値は ， 見

かけの残留率よ りもさら に高 くなる可能性がある．

　 また ， 残留率が 上 昇 し始め る 時期 を見る と，高

卒で は 1951−55 コ ー
ホ
ー ト以降，大卒で は 1946 −

50 コ
ー

ホ
ー

ト以降で ある．高卒者 の 就職年齢を 18

歳 とすれ ば ， 1951− 55コ
ー

ホ
ー

トが就職年齢に達

す る の が 1969年一一　73 年 とな り， 大 卒者の 就職年

齢を22歳 とすれ ば，1946　一　50 コ ーホ ー トが就職年

齢 に達す る の は 1968年一72 年 となる．両者の 就

。
τ

〒 r
＿ r ＿

、
＿＿

尸
＿

尸
＿

尸
＿

尸

　 　 　 　 　 　 　 　 1956　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 粉 66　 　 　 　 tg461936
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1971・
40 　tg4t　　．50　1951　　＿60　1961　＿TO
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コ
ー

ホ
ー

ト

　　 第 2 図 学歴別の 出身地残留率

資 料 ：第 1 図 に同 じ，

職時期は年代的にほぼ
一致する．1960年代後半か

ら70年代前半にかけては ， わが国が 高度成長期か

ら低成長期に移行する時期で ある．この 頃か ら地

方圏で，学校卒業後の 就職に よる他県 へ の 流出傾

向が鈍化した とい うこ とは，石川 （1978） らに よ

る 「人 口移動の 転換点」の 主張と
一致する．

　 2 ．きょ うだい 構成

　わが国 の 合計特殊出生率 （TFR ）は ， 戦後一貫

して 低下 して い る．そ れ に よ っ て次男以 下 の 生ま

れ る可能性が低下 し，男子 コ ーホー トに 占め る長

男の 割合が増加する こ とは容易に想像で きる．人

「］移 動調査 で も ， 長男の 占め る 割合 は ，高卒 で

1936・40 コ ーホートの 44．6％ か ら 1971一コ
ー

ホート

の 65．6％
， 大卒で 1936 − 40 コ ーホ ー トの 47．1％ か ら

1966 −70 コ
ー

ホ
ー

トの 70．8％ に 上 昇 して い た．

　ところで ， 伊藤 （1984）は ， 世 帯の 子供の うち ，

男子
一

人 と女子
・一

人以外の 子供を 「潜在的他出者」

と定義 して い るが ， これ は ， い え の 規範か ら長男

は 世帯 に残る もの と し，長男 に 対する次男以下 の

他出傾 向の 高さを想定 して い る ．

　こ の こ とか ら ， 本研究の 分析で， コ ー
ホ
ー トの

残留率が 上昇 した の は ，

一般に残留率が高 い とさ

れ て い る長男の 割合 が増え たか らで は な い か とい

一46一
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地方圏 に お け る 若年朞の 出身地残留傾向 とそ の 要因に つ い て （47 ）

　 ％

100，090

．OSO

．070

．060

．050

，040

．030

．020

．010

．0o1936

　 　 　 　 1946　 　 　 　 　 　 　 1956　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1966
　 　 tg41　 　 　 　 　 1951　 　 　 　 　 　 　 　 　 tg61　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1971−40　 　 　 　 ・50　 　 　 　 　 　 　 　 60　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ・70
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 年　 　 ・45　 　 　 　 　 　 唱5　　　　 ・65

　 　 　 　 　 　 　 コ
ー

ホ
ー

ト

　　 第 3図 続柄別 の 出身地残留率

臼 ｝図 中 「次 男　 は次 男以 ドを小 す．
資警十：第 ll受1に 1司 じ，

う仮説が 考えられ る，

　そ こ で，第 3 図で ，学歴 別に長男 お よび次男以

ドの 残留率を求め た．こ れ に よ る と，伊藤の 議論

を裏付け る形で，高卒，大 卒共に
一

部の 例外を除

い て ，恒常的に長男の残留率の 方が 高 くなっ て い

る ． しか し ， 学歴 や続柄 に 関わ らず ， お お む ね

1946 − 50 コ ーホー トか ら 1951 − 55 コ ーホ ー
トを

谷と して ，以 降の コ ー
ホ
ー

トで は残留率が 上昇 し

て い る ．したが っ て ，コ ーホ ー ト全体の 残留率 の

上 昇が ，「き ょ うだい 構成の 変化 ＝長 男比 の ヒ昇」

とい う構造的要因に の み起因する とは考えに くい ．

　そ こ で ， 高卒者， 大卒者各々 の 残留率の ヒ昇に

対する，その 構造的要因の 影響を考察するため に ，

以 ドの よ うなシ フ トシ ェ ア 分析を行っ た．

　すな わ ち，ある コ ーホ ー
トN に つ い て ，

N ］
＝長男数

N2 ＝次男以 下数

N＝N1 ＋ N2

α 1 ＝長男の 残留率

α 2 ＝次男以 b
’
の 残留率

　とす る．各学歴 につ い て ，コ ーホ ー
トの残留率

を α とす れ ば ，

　 ％
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き ょ う だ い 構成変 化 効 果

　 　 　 　 　 残 留 率 変 化 効 果

　 　 　 　 　 　 　 コ
ー

ホ
ー

ト

第 4 図 　コ ーホ ート問残留率差 の 学歴 別要

　　 因分析
資料・：第 1図 に 1司 じ．

α
＝

Σ NI　 alN
（1 ＞

で ，次の コ ー
ホ
ー トとの残留率の 差 （△ α ） は ，

△ a；
Σ画・学〕Aai　Z ・t ＋萼〕・・

一
・・，・

　 　
．．一．．一一

十

N ＋ △ N 」v ＋ △ N
（2）

　に 分解する こ とが で きる
L”’，
．△ N △ Ni

’
，△ ai

は，各々 次 の コ ーホー トと の 諸指標 の 差 を示す．

　コ ー
ホ
ー

ト問の 残留率 の 変化 には，長男，次 男

一47 一
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以 ド各々 の 残留率の 変化が与 える影響，すなわち

「残留率変化効果」 と
，

コ ーホ ー
トの き ょ うだ い 構

成 の 変化が 与え る影響，す なわ ち 「き ょ うだ い 構

成変化効果」があるが，シ フ トシ ェ ア 分析に よ っ

て ，両者 の 効果を定量的に分解する こ とがで きる．

ヒの （2）式で，第一一項が残留率変化効果 で あ り，

第 二 項が き ょ うだ い 構成変化効果となる。

　第 4 図
1“ ／

が そ の 結果 で あ る ．高卒に つ い て み る

と，1951 − 55 コ ーホ ー トから 1956 − 60コ ー
ホ
ー

トにか け て ， 残留率は 9．28％ L昇 したが ，こ の う

ち 9．21％ は 残留 率変化効果に よ っ て もた らされ た

（寄 字率 99．3％）．1956 − 60 コ
ー

ホ
ー

トか ら 1961 −

65 コ ーホ ートに か けて （残留率 1．44％ 上昇），およ

び 1961 −65コ
ー

ホ
ー

トか ら 1966 −70 コ
ー

ホ
ー

トに

か けて 〔同 3」1％ ヒ昇） は ，残留率の ヒ昇幅は小

さい もの の ，残留率変化効果の 寄与率は各々 94．4％，

87．4％と非常 に高 い 値 を示 した．

　大卒に つ い て も同様の こ とが い える．特に ，残

留率変化が大 きな ト昇を見せ た ］946−50コ
ー

ホ
ー

ト→ 1951 − 55 コ ーホ ー ト，195ユ ー55 コ ーホ ー ト

→ 1956 −60 コ ーホ ー トにつ い て見る と，前者で は

残留率変化効果の寄 与率は 79．8％，後者で も102，2％

と大 きい ．

　 こ の こ とか ら，高卒，大卒共 に ，き ょ うだ い 構

成の 変化，すなわ ち長男比 の ．L昇が 残留率に 与え

た影響はほ とん どな く，長男，次男以下各 々 の 残

留率の ヒ昇に よる効果が ，各学歴 にお ける コ
ー

ホ

ー ト全体の 残留率の 上 昇に ，よ り直接的に 寄与 し

て い る とい える． したが っ て ， 近年の コ ー
ホ

ー
ト

で 残留率が 上昇 して い る 要因を，長男比 の 一L昇と

い う構造的要因に求める こ とはで きな い ．

VI 残留率の上 昇 と経済要因

　次 に経済的要因 の 影響 を検討す る，

　人口移動が起こ る要因を経済的理 由に 求め る議

論は
， 占くか ら存在す る．そ こ で は 主 た る経済要

因 と して ，所得格差 と就業機会が 取 り上げ られ て

きた．前者で は，「人口移動の 本質は，生活水準の

地域 格差 の 均衡化 運動で あ る （舘 ， ユ963）」 とい

一48

う基本認識 の ドで ， 人 Il移動が 主に所得の 低い 地

域か ら高い 地域 へ と生 じる，と い う議論がなされ

て きた （河野，1963 ：舘 ・三 澤 ， 1969 ：Tabuchi ，

1988 ：伊 藤 ，　 19．　90 ； Gauthier，　 Tanaka 　 and

Smith， 1992 ：
：F．， 19．　93 ， 1994な ど）．また 後者

で は ，労働力の 流 出 を，所得や 賃金 の 格差 とい っ

た労働の 相対価格では な く， 仕事の 機会 の 存在に

よ っ て 生 じる （シ ュ ル ツ ，ユ954）こ とに求め ，主

に産業構造 の 変化 と人口移動 との 関連に つ い て の

研究が な され て きた （渡辺，1989 ；uelH，1995な

ど）．さ らに ， 両者の どち らが より人冂移動の 要因

と して 影響力を持 つ か とい う論争 （上 田 ，
1978）

で は ．わが 国で は主 として 所得格差説に依拠す る

研究が多か っ た （E，1994）．

　こ うした研究は ， 人口移動と経済指標の 地域 相

関，すなわ ち地域 問人口移動や地域別純移動率 と

経済指標 と の 相関関係が ， どの ように変化 したか

を専 ら扱 っ た もの で ある．そ の た め
， 両者 （人 Il

移動 と経済指標） の 時系列変化に つ い て の 年次相

関，すなわ ち人凵 移動の 経年変化が どうい う要因

に よ っ て 起 こ っ たか ， とい う議論に は至 っ て い な

い ．加えて ，移動の 要因分析 にあた っ て ，全年齢

層 の 移動 を共通 の 要因で 議論 して きた と い う問題

もあ る ．

　本章では，残留率 の 上昇要因に つ い て ，こ れ ら

の 先行研究を踏まえて ，所得格差 と就業機会の 両

面か らア プ ロ ーチす る が，本研究 で は男子の 就職

時点で の 動向に論点 を絞 っ て い る の で ，指標 につ

い て も彼 らの 就職行動に 直接関係す る もの で な く

て は な ら な い ．そ こ で
， 所得格差 に つ い て は 初任

給を，就業機会に つ い て は新卒求人倍＊．
L）「j，

を取 り

上げる こ とに した ．しか し，大卒者 に つ い ては ，

新規大卒者を対 象と した都道府県別の 求人倍率の

デ
ー

タが 得 られ ない ため，本章で は高卒者の み の

分析 に とどまる．なお ， 分析期間は残留率の 上昇

過程である 1971年以 降と し ， 残留率は各年次を巾

位と した 5 年間の 移動平均値に修 iEした
Llt
．

　まず ， 初任給 と残留率 と の 関係に つ い て は，地

方圏と大都 市圏
t！1

で の 初任給格差が縮小 し，地方

圏出身者が出身地に残っ て就業する よ うにな っ た

と い う仮説が考 え られ る
Lt’宦1

．確か に ，1970年代 〜
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第 5 図 　地 方圏の 対大都市圏初任給比 と 出身

　　 地残留率 （1971年〜89年）

資料 ； 「
．
新 硯 学 卒者の 労働 市場」 （労働 省安定 局），

　 　 　 「第 3回 入凵移動調奔」 よ り作成，

80年代で，地方圏各県の平均初任給額は上昇 した．

しか し ，
こ れ を大都市圏 各県 の 平均初任給額 と比

較 して も，両者の 比率 （初任給比）は こ の 間ほ と

ん ど変化 して い ない （第 5 図）．したが っ て ， 地方

圏 と大都市圏の 初任給の 格差縮小が ， 地方圏の 相

対的魅力を増大 させ，残留率の 上 昇を もた ら した

とい う説 は成 り立 た な い
t141／
．

　次に ， 新規高卒求人倍率 と残留率 の 関係に つ い

て は ， 2 つ の 仮説が 考えられ る，一
つ は，出身県

で の 新規高卒求人倍率が 上昇 した の で ，出身地に

残 っ て 就業する者が 増えた とい うもの
， もう

一
つ

は ， 大都市圏で の 新規高卒求人倍率が低下 した の

で ，就職で 大都市圏に流出す る者が減少したとい

うもの であ る．

　 第 6 図は，地方圏と大都市圏における，新規高

卒者を対象とした求人倍率の 推移を見た もの で あ

る
L’5’

．これに よ る と ， 大都市圏で の 新規高卒求人

倍率は ， オイ ル シ ョ ッ ク に よる不況な どか ら 1970

年代には急激に低下 し ， 1980年代に 入 っ て も回復

の 兆 しを見せ て い ない ．したが っ て
， 大都市圏 で

の 求職競争を回避する行動 として ， 残留率が 上昇

した とい う仮説に つ い て は，考慮の 余地が ある ．

しか し ， 地 方圏で の新規高卒求人倍率も同様に低

下 して お り，こ こ で は ， 地方圏にお ける受け皿 の

　 倍
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第 6図 地方圏新規 高卒者 を 対象と した 求人

　　 倍率 （1971年
〜89年〉
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第 7 図 　地 方圏 の 対大都 市圏求人倍率比 と出

　　 身地 残 留率 （19ア1年〜89年）

資料 ； 第 5図に 同 じ．

拡大が，残留率の 上昇を もた ら した とす る仮説は

受け入れが た い ．

　そこ で ，第 7 図で 地方圏求人倍率の 大都市圏求

人倍率に対する比 を見る と t 全体的には 1970年代

か ら 80 年代に か け て 上昇傾向に ある
26
．つ ま り，

大都 市圏 に対す る地方圏で の 就業機会の格差縮小

（お よび逆転）が残留率の ．ヒ昇をもた らした とする

第 4 の 仮説が 提案 され る．

　この 間の 地域経済の 変容を見る と，まず成 長率
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におい て ， 高度成 長期 に 当た る 1955 　
一一　70年 の 年

平均成長率 は 15．6％ （名 目県内純生 産 ベ ー
ス ，以

下同様）で あ り，それ を上回 る 10県の うち 7 県は

（こ ） 大都市圏 に 含まれ る地域で あっ た． しか し ，

低成長期 に当た る 1970〜 85年 にお い て ，年平均

成長率 （10．2％） を上 回 る県は 28 に 増えたが，そ

の 中で 大都市圏 に 含 まれ る の は 5 県に過 ぎなか っ

た．また，県内純生産に よる大都市圏の 全国シ ェ

ア は 1970年の 56，1％ か ら1980年に は 52．9％に 低
一
ド

して い る （小浜
・渡辺 ， 1996）．こ の こ とか ら， 残

留率が 上昇する過程に お い て ，大都市圏に 対する

地方圏の 相対的成長を伺 うこ とが で きる．

　 また産業別に 見る と
， 低成長 期に不況の 影響を

最 も受けた製造業は主に大都市圏に集中して お り，

大都 市圏で の t：地価格の 上昇や 賃金高騰，ある い

は 公害 ・環境 へ の 関心の 高 まりに よ っ て 工場が 大

都市圏か ら周辺地域へ 移転 した こ とな どが
， 生産

面 で の 大都市圏 の シ ェ ア 低 下につ なが っ た と考え

られ る ．．・方，産業別 の 就業者増加 を見た場 合 ，

特 に第二 次産業にお い て ，地方圏 の 寄与率が 1955
〜 70年の 27．6％か ら 1970〜85年 には 68．0％に上昇

して い た
t’T／
．

　こ うした こ とが ， 大都 市圏 と地方圏に おけ る就

業機会の バ ラ ン ス や，それに ともな っ て 発生 する

労働力移動 に も大 きな影響 を与えたこ とは容 易に

推測 され，新卒就職 者に つ い て もそれ は例外 で は

ない と思われ る．したが っ て ，近年にお ける地方

圏出 身者の ， 就職に よ る出身地 残留率上 昇に 対す

る経済的要囚とし て は，上 記で 述 べ た 第4 の 仮説

が最 も有効で ある と考え られ る の で ある
LS］

．

冊　 む すび

　本研究で は ， 人 口 移動の 観点か ら地方の 時代を

考察す るにあた っ て ，こ れまで の 人口移動研究の

問題 点 を踏 まえた ヒで ， 地 方圏出 身者 の 学校卒業

直後の 就職時点で の 出身地残留率を取 り上 げ，そ

の 変動 と要 因 に 関する分析 を行 っ た．

　その 結果は ，以 下 の 点に 要約する こ とが で きる．

　こ れ まで も，単純 な量的移動パ タ
ー

ン の 変化 を

もっ て ， 地方圏 → 大都市圏移動の 弱 まりとす る見

方が あ っ た が ，
コ ーホ ー ト規模 の 影響を別に し て

も，地 方圏全 域で ，高度成長期末期以降 ， すな わ

ち 1960年代末か ら 1970年代前
亀
トに コ

ー
ホ

ー
トが

就職を迎 える 時期か ら ， 出身地残留率は h昇傾 向

にある． したが っ て ，そ の 頃か らの
， 地 方圏出身

若年層の 地元残留傾向の 強ま り
tlt’1

が確認 される．

　 次 に，残留率の 変化を，コ ー
ホ
ー

トの 学歴 構成

や きょ うだ い 構成 とい っ た ， 社 会 ・人 口 学的属性

の 属性構 成比の 変化に よ る 効果 と， 各属性 カ テ ゴ

リ
ー

の 残留率の 変化に よる効果 に分解する シ フ ト

シ ェ ア 分析を行 っ た所，前者の 影響は ほ とん どな

い こ とが 明 らかにな っ た．した が っ て ，残留率 の

変化 に対する こ れ らの 構造的要因 の 影響は否定 さ

れ，各属性 カ テ ゴ リ
ー

の 残留率そ の もの の 上昇が ，

コ
ー

ホ
ー

ト全体の 残留率の 上昇をもた ら した と い

える ．

　さらに，残留率が上 昇 した経済的要因に つ い て ，

分析対象者 に直接関係す る指標 と して ，初任給 と

新卒求人倍率に 関する諸指標 を取 り上 げ ， 残留率

との 関係 を検討 した．そ の 結果，高卒者に関 して

は，地方圏 と大都市圏にお ける就業機会の 格差縮

小 （お よび逆転）が ， 残留率の ヒ昇に最 も関 与し

て い る こ とが推測 され た．

　 しか しなが ら，本研究に残 された課題 も多い ．

　本研究で は，大卒者の 残留率上昇の 要因や ，近

年増加 して い る専修学校卒業者の 動向 ， さ らに は

女子 との 差異 などを扱 うこ とが で きなか っ た．こ

の よ うなよ り多角的な実態把握か ら， わ が国にお

ける若年人 口移動研究の 総体化を図る必要が ある．

　また ，残留率上昇の 要因分析で は， こ れ まで 議

論の 中心で あ っ た所得格差説 と就業機会説の うち，

後者 の 重要性 を論証 したわ けで ある が ， そ こ に は

対象者の 意識は反映 されて い な い ．例 えば，地方

圏の ア メ ニ テ ィ向上 や地 方圏出身者の ふ る さ と志

向なども， 残留率の 上 昇に寄与して い る可能性が

ある．したが っ て ， 今後は地 方圏出 身者の 残留傾

向を議論す る上 で ， 就職で 出身地に留 まっ た者の

意思 決定過程，お よび他県流出者 との 意識構造の

違 い につ い て ，行動論的ア プ ロ ーチ などか らの さ

らなる研 究が必要で あろ う．
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地 方圏 に おけ る 若年者 の 出 身地残留傾向 とその 要因に つ い て （5】）

　本稿作成 に あた り，人 口 移 動 調 査 の 個 票データ の 貸

し出 しに便宜を図 っ て ドさっ た，国 立社会保障 ・人 口

問題 研究所 の 大江守之氏 （現
・慶應義塾大学）

， 西岡

八郎氏，中川聡史氏 に，厚 く御礼 を申し トげます．

　本稿 は ， 1998年 1月 に 東京大学 大 学院理 学系研究

科に提出した筆者 （山口 ）の 修士 論文の 内容に 加筆 ・

修正 を行 っ た もの で あ る ．なお ，本構究 は プ ロ ジ ェ ク

ト 「全 国 ス ケール，属性別に み た ラ イ フ ス テ
ージに お

け る 人冂 移動研究 〔代表 ：大江守之 月 の
・
環 と して

行 われ，こ の 内容 は 1998年 3 月の 日本地 理 学会 （於 ；

国 t：舘大 学）で 発表し た．

（東京大学
・
院，東京大学，国lszi十会保障

・
入［

−
1問題

研究所 t1999 年12月 18fP受理）

注

1 ） 若年層の 移動 を扱 っ た 研 究 例 と して は 他 に，ラ イ

　フ サ イ ク ル の 中で 進学
・
就職移動 を 取 り．ヒげ た伊

藤 ・内藤 ・山LI （1979）や ，ネス テ ィ ッ ド ・ロ ジ ッ

　ト・モ デ ル を適用 した Liaw　and 　Otomo （1991）な ど

　が挙げられ る．

2 ＞ 全 国 ス ケール で の 都道府県間人 冂 移動を指す．

3 ） 1970年，1980 年調査 で は 「1年前の 居住地」を

　質問 して い る の に 対し，1990年調査は 「5 年前の 居

住地」を質問して い る．

4 ） 最近 の 研 究で は，数理モ デ ル を用 い て こ れ らの デ

　ータ に 連 続 性 を持 た せ る 試み もな され て い る （石

　川
・
井上 ・

松中，1998な ど〉．

5 ）学校基本調査で は，1978年〜82年に は 大学進学

　者の 就職地 を追跡調査 して い る．それに よる と，1980

　年 に は，高校所在地 と異なる府県の 大学に進学 した

　者 の うち，47．9％ が 自分 の 高校所在府県に 戻 っ て 就

　職 して い た （川 田，1992）．

6） 河邊 （1985）は，1970年代 に 見られた人il還流現

　象 を，大都市圏へ 流 入 す る コ ーホートの 縮小 と大都

　市圏か ら流出す る コ
ーホー

トの 増大 に よ っ て もた ら

　 さ れ た 見 か け 上 の 現象 で あ る と し，こ の 頃か ら U タ

　ーン 志 向が 強 ま っ た と い う 議論 を批判 し て い る ，

7）同調査 は，国内を 16 の 地 域 ブ ロ ッ ク に分 け，そ

　の 人冂構成比 に 基づ い て 対象者 を抽 出 した標 本調査

　 で あ り，総標本数は 34，781人で あ る．

8 ） イ ギ リ ス や オ ラ ン ダな ど欧米各国で は，長期観測

　データ （Longitudinal　Study　data） と呼ば れ る 大規

　模なサ ン プ ル 追跡調査が存在 し，こ れ らを用い た分

　析が 盛 ん で ある （Morrison，1967 ；Fielding，1989

　 な ど）．

9） 例えば，厚生省人口 問題研究所 q993） で は 「年

　齢が若 くなる ほ ど，初職時 の 常住地 が他県で あ る 者

　の 割合 が 減 少 す る 」 とい う報告が ある が，こ れ に は，

　大都市圏出身者の 割合の ト昇が影響 して い る可能性

　が ある ．

10） 同研究所で は ，こ れ 以 前 に も同種 の 移 動調査 が 行

　わ れ て お り，例 えば 1986年 10月 に 行われた 「地域

　人冂 の 移動歴 と移動 理 由 に 関す る 人 口 学 的 デ
ー

タ 」

　は ， 河邊 （1994〕 や 酒 尹1・ （1995） ら に よ っ て 分析が

　行わ れ て い る．しか し，こ れ まで 課題 と され て きた，

　同
・
個人に よる 「→ 大 学進学 → 就職」移動の 長期経

　年変化や，きょ うだ い 構成な ど個 人属性との 関 係は，

　第 3 回 人 口 移動調査 に よ っ て の み 明 らか に で きる．

11＞高校卒業時の 居住地 （中卒学歴者は 中学卒業時 の

　居 住地） を指す．こ れ は，生 ま れ た 場所 よ りも育っ

　た場所 を出 身地 と考えた か ら で あ る．

12）新制学制 との 関 係か ら，1936年以降に 生まれ た 著

　 を対象 と し，在学中の 者 は 除い た，

13） そ の 結果，サ ン プ ル は 5，711 人 （男チ 218 ユ人，女

　子2，930 人） となっ た．なお，サ ン プ ル の 学歴 構 成

　が，国勢調査 に よ る学歴 構成 とほ ぼ合致 して い る こ

　 とは 確認済み で あ る．

14） 高等教育卒業 者は，同調査の 質問項 目か ら 「出身

　地 一高校卒業時の 常住地」を特定す る こ とがで きな

　 い た め ，出生 地 と現住地 か ら，両者が異なる道県で ，

　か つ 現 住地へ の 入層年齢が 18歳 （高卒年齢 と仮 定）

　以 ヒで あ る者は，「出生地」の ある道県を，それ以

　外の 者 は 「現住 地」 の あ る道 県を，そ れ ぞ れ 出身県

　 と見 な した．

15）北 陸 ・甲信越 で，最低残留率を示す の は ig41 −45

　 コ ー
ホ
ートで ある が，1946 −50 コ ーホートの 残留率

　 も58．7％ とほ ぼ 同 じ水準 で あり，こ こ まで を底と見

　 な す こ とが で きる．

16）本 人 の 「学歴」「年齢 （コ
ー

ホ
ー

ト）」「出身地」

　 「き ょ うだ い 続柄」 とい う各属性 と，本人 の 残留 の

　 有無 に つ い て ，数 量化 H 類 に よ る 分 析 を 行 っ た 所，

　 出身地が 最もカ テ ゴ リ
ー

間の 残留率格差 を生 じな い

　 要因で あ る こ とが 確認され た，

17）サ ン プ ル 数は高卒が 1，365人，大卒 が 704 人 で あ

　 る．その 他 の 学歴 は，分析期 間 を通じて シ ェ ア が小

　 さい こ とか ら，分析対象 か ら除 い た．

18）算式 は，労働省編 （1997＞，pp．12−15に よ る．シ
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　 フ トシ ェ ア 分析 を人口 移動 に 適用 した研究 と して は，

　 石川 （1991），Ishikawa （1992） な どが あ る ．

19）最も若 い コ ーホ ートは サ ン プ ル サ イズ が 小 さい た

　 め，図 か ら省い た．

20）従来の 就業機会説で は，雇 用 量 の 多少 と 人口 移動

　 を結 び付 けた議論が 中心 で あっ た．しかし，本論 で

　 は求職者の コ ーホート規模 を 考慮 した ヒで，雇 用 量

　 と求 職 者の バ ラ ン ス を示す 「求人倍率」 を取 り上 げ

　 た 方が 適当だと思われ る．

2D 単年数値 で は ば らつ きが 大 きく，こ れ を補正す る

　 た め で ある，こ れに よ り，求め られ た 「補正残留率」

　 に は ラ グの 概念 が 適用 され ない こ とな どか ら，残留

　 率 と諸経済指標に よ る 時系列因果性分析 （廣松 ・浪

　 花，1990な ど）を行うに は 困難が伴 う．し た が っ

　 て，本論で は そ うした計量手法 に よ る 分析 は 行 わ な

　 い ．

22）三 大都市 圏 （埼モ，千葉，東京，神奈 川 ， 岐 阜，

　愛知 ，三 重，京都，大阪 ， 兵庫〉 を指す．

23）こ の 議論 の 前提 に は，地方圏 出身者 の 就職先 は，

　 出身県内と大都iliwaに ＝ 分 され る とい う現状 が ある．

　な お ， 就職 に よる 他県へ の 流出者 の うち， 大都市圏

　 を志 向 した 者 は，1971年で 85．5％，1983年で 80．6％

　 で あ る （地方圏各県平均値．学校基本調査 よ り）．

24）昇給等 に よ っ て，地 方圏 と大都市圏の 間 に生涯賃

　金の 格差が 生 じる こ と は十分 に 考え られ る．しか し，

　住居費等，両者 に は 生活費の格差が あり，また，地

　方圏出身の 大都市圏就職者が ，その 後出身地 に帰 還

　す る可 能 性 な ど も考える と，新規高卒者 が，必 ず し

　 も将来にわ たる 収人 と支出まで 考慮 して 就業して い

　 る とは 考えに くい ．した が っ て，分析対象者 に 直接

　関係す る所得指標 と して 初任給を取 り Eげ た こ とに

　は相応 の 意味が ある と考える．

25）図中で ，地方圏 の 求 人倍 率は，地方圏各県 の 県内

　求人倍率 （県内新規高卒求人 数 ÷ 同求職者数） の 平

　均値を表す．しか し，大祁市圏の 求 人倍率 につ い て

　は，大都市圏の 新規高卒者 も競争相手と考 え，地方

　圏 と大 都 市圏の 新規高卒求職者総数に 対す る，大都

　市圏 の 新規高卒求 人 数 の 比 で 表 した。

26）1980年代前半 に は地 方圏の 対大都市圏求人倍率比

　が 低下 して い るが，こ れは サービス 産業の 台頭 に よ

　る 大 都 市 圏，と りわ け東京圏 にお け る優位性 の 増大

　（濱，1990），言い 換えれば ， 世界都市と して の 東京

　の 役割が 大きか っ た た め （lshikawa　and 　Fielding
，

　 1998） と い え る．

27）国勢調査 に よ る ．

28） ち なみ に ，同仮説 に した が っ て ，本文の よ うな求

　人倍率比を説明 変数 と して ，残留率 に対する 回 帰分

　析 を試 み る と，決定係数 は 0，767 （1 ％ 有意〉 で あ

　る．これ は，本論 で 議論 した仮説に 対応する経済指

　標の 巾で 最 も大きい ．

29＞ なお ， 同人 口移動調査の 分析結果か ら ， 最 も占い

　1936−40 コ ーホートで も残留者の 80％近 くが ，調査

　時点 （1991年 11月 1 冂〉 で な お 出 身地 に 留 ま っ て

　お り，初就職後の 移動 の 可能性 を考慮 して も，「就

　職 に よ る 出身地残留 ≒ 出身地定着」 と見 な し うる と

　考え られ る．
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Migration Trends  of  YOung  Jobseekers  in and  around  Peripher:al Regions in Japan

YAMAGUCHI,  Yasufiimi, ARAI, Ybshio, and  ESAKI, Ytiji

        Internal migration  of young  adult job$eekers is an  important issue for industrial develop-
ment  in peripheral (to large metropolitan  areas)  regions  in Japan. It is critical to understand  the
demographics of  a  population that grow  up  peripheral and  stay  in their native  regions  for employ-
ment.

        In this paper, we  researched  long-term trends  of  individuals who  stayed  in their native
regions  for employment  after  graduation. We  refer  to the ratio  of  those who  stayed  as  the 

"stay

rate," Our study  is concerned  with the factors that influence the trends. 
rlhe

 Institute of  Population
Problems of  the Ministry of  Health and  Wellare derived the data from a study  titled `rrhe

 
'Iliird

Migration Survey,"

       This study  reveals  that, even  if we  neglect  the effect  of  changes  of sizes  of  cohorts,  the
"stay

 rates"  have been increasing in almost  the whole  peripheral region$  in Japan since  the 1970s.
Ihus, it was  confirmed  that increasingly more  young  adults  from peripheral areas  have recently
been  electing  to stay  in their native  regions,

       Next, we  examined  other  possible causes  and  found that the change  of the "stay  rates"  was

slightly  influenced by such  things as  specific  career-track  studies  or  the location of  siblings,  
'Ihis

indicates that the overall  increase in the "stay
 rates"  has resulted  from the sum  of  

"stay
 rates"  in

each  factertategory thigh school  graduate or  university  graduate, the eldest  or  noO  of  cohorts.

       Finally, we  examined  the influence of  economic  factors en  the increa$ing "stay

 rates." We
found that increasing 

"stay

 rates"  of  high school graduates  were  mest  affected  by the reduction  in
job opportunity  gaps between peripheral areas  and  the three largest metropolitan  areas.  This find-
ing does not  apply  to university  graduates.
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